
消費・安全局

令 和 ○ 年 ○ 月 ○ ○ 日

汚泥資源を利用した肥料成分を保証可能な
新たな公定規格案（菌体りん酸肥料）について

消費・安全局 農産安全管理課

令和５年６⽉

※「菌体りん酸肥料（案）」については、現在パブリックコメントを実施しているところであるため、
本資料に記載している事項については、今後変更する可能性あります。
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肥料制度の仕組み

○ 肥料制度の構成
肥料の品質を確保するため、肥料業者には製品の登録⼜は届出をすることが義務。また、肥料の販売にあたっては、
成分含量や原材料等の必要な情報を保証票に記載し、個別の製品に添付することが義務。

○ 肥料の区分
肥料は特殊肥料と普通肥料に⼤別される。⽶ぬか、堆肥などの特殊肥料以外のものはすべて普通肥料に分類。
普通肥料は、さらに登録肥料、指定混合肥料及び仮登録肥料に分かれている。

肥

料

■肥料制度の仕組み（肥料の区分）
特殊肥料【知事への届出】
⽶ぬか、堆肥などの農林⽔産⼤⾂が定める肥料

（農家の経験によって識別できる単純な肥料や製品価値
をその主成分のみによらない肥料）

普
通
肥
料

【公定規格の定めのある肥料】
⼤⾂⼜は知事の登録により流通が可能

【指定混合肥料】
登録肥料、特殊肥料⼜は指定⼟壌改良資材

を原料として配合・造粒等がされた肥料（登
録肥料⼜は特殊肥料の配合は必須）

⼤⾂⼜は知事への届出により流通が可能

【公定規格の定めのない肥料】
⼤⾂の仮登録により流通が可能

■肥料制度の仕組み（制度の構成）

登録・届出制度
（事前の品質確認）

表⽰制度
（流通時の品質保証）

⽴⼊検査制度
（国・都道府県による定期的な

品質・表⽰の検査）

（参考）肥料の販売【知事への届出】
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下⽔汚泥資源の肥料利⽤の拡⼤について①
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⾷料安定供給・農林⽔産業基盤強化本部（令和４年９⽉９⽇）における総理の御発⾔

また、喫緊の課題である⾷料品の物価⾼騰に緊急に対応していくため 、本⽇⽰された今後の検討課題のうち、次の課題に
ついて、農林⽔産⼤⾂を中⼼に、来年に結果を出せるよう、緊急パッケージを策定してください。

⼀つ⽬が、下⽔道事業を所管する国⼟交通省等と連携して、下⽔汚泥・堆肥等の未利⽤資源の利⽤拡⼤により、グリーン
化を推進しつつ、肥料の国 産化・安定供給を図ること。

⼆つ⽬として、⼩⻨・⼤⾖・飼料作物について、作付け転換⽀援により、国産化を 強⼒に推進すること。
三つ⽬として、⾷品ロス削減対策を強化しつつ、⾷品へのアクセスが困難な社会的 弱者への対応の充実・強化を図ること。

Ⅳ 新しい資本主義の下での農林水産政策の新たな展開に向けた主要施策

３ 農林⽔産業のグリーン化（みどりの⾷料システム戦略の実現）
－下⽔汚泥資源の肥料利⽤のための施設整備、堆肥の広域流通など、Ⅲの３ （１）に掲げる施策
－下⽔汚泥資源を利⽤した肥料の新たな規格の創設
－みどりの⾷料システム法に基づく基本計画の全国展開
－2030 年までに全国 200 市町村を想定したオーガニックビレッジの創出
－消費者の選択を容易にする環境負荷低減の「取組の⾒える化」
－エリートツリーの活⽤、⾮住宅・中⾼層建築物等における⽊材利⽤の拡⼤等、 国産材の安定供給体制の確保 等

⾷料安全保障強化政策⼤綱（令和４年12⽉27⽇）
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下⽔汚泥資源の肥料利⽤の拡⼤について②
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下⽔汚泥資源の肥料利⽤の拡⼤に向けた官⺠検討会
（検討会の論点整理 令和５年１⽉公表）

⾷料安定供給・農林⽔産業基盤強化本部
「⾷料・農業・農村政策の新たな展開⽅向」

（令和５年６⽉２⽇）

Ⅱ 政策の新たな展開⽅向
２ ⾷料の安定供給の確保
（２）⽣産資材の確保・安定供給

現⾏の基本法では、⽣産資材については、⽣産・流通の
合理化を促進する旨が規定されるにとどまるが、⽣産性・
品質・環境等も考慮して安定的な確保・供給も促進するこ
ととし、輸⼊への依存度が⾼い⽣産資材について、未利⽤
資源の活⽤等、国内で⽣産できる代替物へ転換することを
位置付ける。

その際、肥料については、価格・供給の安定を図るため、
① 平時においては、化学肥料から堆肥や下⽔汚泥資源等

の代替資源への転換、堆肥の広域流通を促進するととも
に、調達先国との資源外交の展開、肥料原料の備蓄体制
の強化を進める。



消費・安全局

農林⽔産省消費・安全局／Food Safety and Consumer Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

（参考）
現⾏の汚泥肥料の公定規格

肥料の品質の確保等に関する法律に基づき普通
肥料の公定規格を定める等の件
（昭和61年２月22日農林水産省告示第284号）

肥料の種類 含有を許される有害
成分の最大量（％）

その他の制限事項

汚泥肥料
（次に掲げる肥料をいう。
一 専ら原料規格第三中一の項から三の項までに掲げる原料を使

用したもの
二 原料規格第三中一の項から三の項までに掲げる原料に動植物

質の原料を混合したもの又はこれを乾燥したもの
三 原料規格第三中一の項から三の項までに掲げる原料又は当該

原料に動植物質の原料若しくは原料規格第三中四の項に掲げる
原料を混合したものを堆積又は撹拌し、腐熟させたもの

四 専ら原料規格第三中四の項に掲げる原料を使用したもの）

ひ素 0.005
カドミウム 0.0005
水銀 0.0002
ニッケル 0.03
クロム 0.05
鉛 0.01

一 植害試験の調査を受けていない汚泥を原料とする
肥料にあつては、植害試験の調査を受け害が認めら
れないものであること。

二 牛等由来の原料を使用する場合にあつては、管理
措置が行われたものであること。

三 牛等の部位を原料とする場合にあつては、脊柱等
が混合しないものとして農林水産大臣の確認を受け
た工程において製造されたものであること。

十三 汚泥肥料等
登録の有効期間が三年であるもの

原料規格第三

分類
番号

原料の
種類

原料の条件 その他の制限事項

一 下水汚泥 下水道の終末処理場から生じた汚泥を濃縮、消化、脱水又は乾燥したもの 一 金属等を含む産業廃棄物に係る判定基
準を定める省令（昭和四十八年総理府令
第五号）別表第一の基準に係る調査を受
け、基準に適合することが確認されたも
のであること。

二 植害試験の調査を受けない肥料に使用
する場合にあつては、植害試験の調査を
受け害が認められないものであること。

二 し尿汚泥 イ し尿処理施設から生じた汚泥を濃縮、消化、脱水又は乾燥したもの

ロ 集落排水処理施設から生じた汚泥を濃縮、消化、脱水又は乾燥したもの

ハ 浄化槽から生じた汚泥を濃縮、消化、脱水又は乾燥したもの

ニ し尿に凝集を促進する材料若しくは悪臭を防止する材料を混合したもの又はこれ
を脱水若しくは乾燥したもの

ホ 動物の排せつ物に凝集を促進する材料（昭和二十五年六月二十日農林省告示第百
七十七号（特殊肥料等を指定する件）の別表第一に掲げるものを除く。）若しくは
悪臭を防止する材料を混合したもの又はこれを脱水若しくは乾燥したもの

三 工業汚泥 イ 工場の排水処理施設から生じた汚泥を濃縮、消化、脱水又は乾燥したもの

ロ 事業場の排水処理施設から生じた汚泥を濃縮、消化、脱水又は乾燥したもの

四 焼成汚泥 イ 一の項、二の項又は三の項に掲げる原料を焼成したもの 植害試験の調査を受けない肥料に使用する
場合にあつては、植害試験の調査を受け害
が認められないものであること。

ロ 一の項、二の項又は三の項に掲げる原料に植物質又は動物質の原料を加え焼成し
たもの

原料規格第三

4
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現⾏の汚泥肥料の品質と安全性の確保について

○ 肥料については、品質や安全性を確保するため、公定規格が設定されている。（公定規格を
設定・変更する際は⾷品安全委員会の意⾒を聞く仕組み。）
○ 下⽔汚泥資源の肥料利⽤にあたっては、製品に含まれる重⾦属が基準値を超えていない、植
物への害が認められない等の公定規格に適合したもののみ登録を⾏い、流通を認めている。
○ 流通後も、肥料の⽣産業者に対して⽴⼊検査を実施し、重⾦属の含有量等を確認するとと
もに、品質管理の徹底のための取組を実施。

○下⽔汚泥肥料の登録
（事前の品質等の確認）

下⽔汚泥肥料の公定規格
・ 原料の種類
・ 原料の条件
・ 製品中の有害成分の最⼤量
ひ素、カドミウム、⽔銀、ニッケル、
クロム、鉛

・ 植害試験
（原料段階⼜は製品段階で実施）
栽培試験の結果から、植物への
害が認められないことを確認 等

○⽴⼊検査の実施
（流通後の定期的な品質等の確認）

・ ⽴⼊検査では、重⾦属含有量、帳簿（原料の種類、⼊⼿先、投⼊量等）
等を検査し、公定規格に適合した肥料が⽣産されているかを確認。
・ 仮に、重⾦属の基準値超過等が判明した場合には、⽣産業者に対し、⾃主
回収、原因究明や再発防⽌を指導。
※ 汚泥肥料に係る放射性物質の管理

⽴⼊検査では、放射性物質の含有量も確認。
（平成23年12⽉以降、暫定許容値を超過した汚泥肥料はなし）

○品質管理の徹底のための取組
・ 汚泥肥料中の重⾦属管理⼿引書等を⽤いて、品質管理責任者の設置、重
⾦属の分析、記録の保管など、事業者⾃らが品質を管理する際の取組内容を
周知。
・ ⾃主的な品質管理を推進するため定期的な研修を実施。 5
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新たな公定規格案（菌体りん酸肥料）と汚泥肥料の⽐較
（その１）
肥料の種類
（肥料の区分）

菌体りん酸肥料（案）
登録の有効期間：３年

（肥料の区分：二 りん酸質肥料）

汚泥肥料
登録の有効期間３年

（肥料の区分：十三 汚泥肥料等）

製造方法 ・汚泥肥料と同じ
・下水汚泥、し尿汚泥、工業汚泥を原料とし、それらを、脱水、
乾燥、腐熟、焼成したもの。（原料に、動植物質の原料（おがく
ず、畜ふんなど）を混合することができる。）

原料の条件
・汚泥肥料と同じ
※ 原料規格第二に新たに「排水処理活性沈殿物」
として規定

・下水汚泥、し尿汚泥、工業汚泥及びこれらを焼成したもの
・金属等を含む産業廃棄物に係る判定基準を定める省令（昭和48
年総理府令第５号）別表第一の基準に係る調査を受け、基準に適
合することが確認されたもの。
・植害試験の調査を受け、害が認められないものとする（製品で
植害試験の調査を受けない場合）。
（原料規格第三に規定）

含有すべき主成分
の最小量

・りん酸全量を必須で１％以上保証
・その他、主成分別表第一に従い保証可能

－（主成分の保証できず）

含有を許される有
害成分の最大量

・汚泥肥料と同じ
ひ素 0.005 カドミウム 0.0005
水銀 0.0002 ニッケル 0.03
クロム 0.05 鉛 0.01

その他の制限事項

・汚泥肥料と同じ

・植害試験の調査を受け、害が認められないものとする（原料で
植害試験の調査を受けない場合）。
・牛等由来の肉、骨又は臓器が原料に含まれる可能性があること
から、「牛等由来の原料を使用する場合にあっては、管理措置が
行われたものであること。」及び「牛等の部位を原料とする場合
にあっては、脊柱等が混合しないものとして農林水産大臣の確認
を受けた工程において製造されたものであること。」とする。

・品質管理計画を定め、農林水産大臣の確認を受け、
当該品質管理計画に基づいて製造されたもの。

－

6

※乾物の重量に
対する百分率

品質管理計画：
品質管理責任者の設置、定常時の分析計画（公定規格に定める
主成分及び有害成分に対する年間４回以上の分析）、非定常時
の分析計画、不適合時の措置、職員に対する教育訓練などを記
載した、肥料中に含有すべき主成分の安定化を図るための計画
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主成分別表第一
一 窒素全量を保証するものにあっては 窒素全量 1.0 
二 アンモニア性窒素を保証するものにあっては アンモニア性窒素 1.0 
三 硝酸性窒素を保証するものにあっては 硝酸性窒素 1.0 
四 りん酸全量を保証するものにあっては りん酸全量 1.0 
五 可溶性りん酸を保証するものにあっては 可溶性りん酸 1.0 
六 く溶性りん酸を保証するものにあっては く溶性りん酸 1.0 
七 水溶性りん酸を保証するものにあっては 水溶性りん酸 1.0 
八 加里全量を保証するものにあっては 加里全量 1.0 
九 く溶性加里を保証するものにあっては く溶性加里 1.0 
十 水溶性加里を保証するものにあっては 水溶性加里 1.0 
十一 アルカリ分を保証するものにあっては アルカリ分 5.0 
十二 可溶性石灰を保証するものにあっては 可溶性石灰 1.0 
十三 く溶性石灰を保証するものにあっては く溶性石灰 1.0 
十四 水溶性石灰を保証するものにあっては 水溶性石灰 1.0 
十五 可溶性けい酸を保証するものにあっては 可溶性けい酸 5.0 
十六 水溶性けい酸を保証するものにあっては 水溶性けい酸 5.0 
十七 可溶性苦土を保証するものにあっては 可溶性苦土 1.0 
十八 く溶性苦土を保証するものにあっては く溶性苦土 1.0 
十九 水溶性苦土を保証するものにあっては 水溶性苦土 1.0 
二十 可溶性マンガンを保証するものにあっては 可溶性マンガン 0.10 
二十一 く溶性マンガンを保証するものにあっては く溶性マンガン 0.10 
二十二 水溶性マンガンを保証するものにあっては 水溶性マンガン 0.10 
二十三 く溶性ほう素を保証するものにあっては く溶性ほう素 0.05 
二十四 水溶性ほう素を保証するものにあっては 水溶性ほう素 0.05 
二十五 一から二十四までに掲げるもののほか可溶性硫黄を保証するものにあっては、一から二十四

までに掲げるもののほか 可溶性硫黄 1.0 

（参考）主成分別表第⼀（公定規格の抜粋）
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新たな公定規格案（菌体りん酸肥料）の品質管理

品質管理責任者の設置、定期的な重金属や肥料成分の分析など、品質管理を徹底

して行う品質管理計画を肥料事業者が作成し、その内容について、事前に農林水産

大臣の確認を受け問題がないと認められた計画に沿って製造されたものとする。

下⽔等処理施設

 汚泥の発⽣

菌体りん酸肥料の
⽣産事業者

（品質管理の徹底）
品質管理計画の策定

・品質管理責任者の設置
・肥料の原料管理に関する事項
原料収集先との連絡体制に関する事項
原料の発⽣⼯程及び⽣産⼯程の概要

・肥料の品質管理に関する事項
定常時/⾮定常時の分析計画
不適合時の措置

・職員に対する教育訓練 など
肥料登録の申請

肥
料
販
売
店

農
業
者

汚泥の排出 肥料の出荷

農林⽔産省（FAMICが調査）
登録前及び登録更新前に品質管理計画の確認を実施

・菌体りん酸肥料の主成分等の管理について、計画の妥当性や実施
状況を事前に確認

配合肥料等事業者
肥料登録された

菌体りん酸肥料を原料
として肥料を⽣産

※ 汚泥の発⽣施設と
肥料の⽣産事業者
が同⼀の場合もあり

※ＦＡＭＩＣ：
独立行政法人農林水産消費安全
技術センター

※菌体りん酸肥料の⽣産事業
者において、肥料登録した後、
⾃ら配合等することも可能



消費・安全局

農林⽔産省消費・安全局／Food Safety and Consumer Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

品質管理計画で求められる事項（現時点での案）

9

〇基本情報

（作成⽇・修正⽇、事業場の名称や所在地、肥料の名称

など）

〇品質管理責任者の設置

〇肥料の原料管理に関する事項

①原料収集先との連絡体制に関する事項

②原料の発⽣⼯程及び⽣産⼯程の概要

〇肥料の品質管理に関する事項

①定常時の分析計画

②⾮定常時の分析計画

③不適合時の措置

〇職員に対する教育訓練

〇その他（品質管理計画の変更⼿続き等）

品質管理計画の項⽬
（現時点のイメージ）



消費・安全局

農林⽔産省消費・安全局／Food Safety and Consumer Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

品質管理計画①

 品質管理責任者とは・・・品質管理計画を作成し、計画に沿った生産について責任を負う者

○ 事業場ごとに「品質管理責任者」を明確にして下さい。

ポイント☝

１ 品質管理責任者の設置

２ 原料収集先との連絡体制に関する事項
○ 原料ごとに、原料収集先に関する事項をリスト化して整理し、常に最新に保って下さい。

〇 原料収集先において使用原料の品質に差異が生じる恐れがある事象が発生した場合の連
絡体制について、あらかじめ取り決めを定めてください。

 原料収集先に関する事項とは・・・
原料の収集先に関する情報（事業者名、事業場住所、連絡先、原料に係る溶出試験及び
植害試験の実施状況等）

 使用原料の品質に差異が生じる恐れがある事象とは・・・
原料収集先の生産設備の変更や事故が生じた場合 など

ポイント☝

○ 現行の汚泥肥料の登録申請書への記載と同様に、生産工程を図示するとともに、排水
処理活性沈殿物については、その発生工程等や原料規格に該当する旨を記載して下さい。

〇 また、材料を使用した場合は、その種類及び使用量も記載して下さい。

３ 原料の発⽣⼯程及び⽣産⼯程の概要

10



消費・安全局

農林⽔産省消費・安全局／Food Safety and Consumer Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries. 11

品質管理計画②

○ 公定規格や登録内容に適合する肥料であることを確認するため、当該肥料が保証する成分
及び有害成分について、年間４回以上の分析を実施して下さい。

○ 分析頻度や時期については、季節変動や原料構成の変動等を考慮して定めてください。

ポイント☝

４ 定常時の分析計画

 安定した製品を出荷できるよう分析の頻度を定め、季節変動に伴う原料の状態の変化等、
主成分、有害成分及び水分の変動がありうる時期に分析を行って下さい。

○ 非定常時でも安定した製品のみを出荷できるよう、非定常時の分析計画を策定して下さい。

ポイント☝

５ ⾮定常時の分析計画

 非定常時とは、定常時と主成分、有害成分等が異なる製品が生産されうる場合を言い、
下記のようなケースを想定しています。

＜原料に起因するケース＞
• 定期的に受け入れている原料の性状が通常と異なる場合（水分、色、不純物など）
• 原料への土砂等の混入が認められる場合 など

＜生産に起因するケース＞
• 生産設備の改修後の稼働後数週間など、通常とは異なる条件となりうる場合 など



消費・安全局

農林⽔産省消費・安全局／Food Safety and Consumer Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries. 12

 以下の異常値を示す製品が市場へ出荷されないよう、それらの在庫品を出荷しないように隔離
等をした上で、必要に応じて原因究明を図るなど適切な措置をとる必要があります。

・保証成分の分析値が保証成分量を下回る。
・有害成分の分析値が公定規格の定める有害成分の最大量を上回る。

○ 定常時及び非定常時の分析の際、保証成分値や公定規格から逸脱する（異常値）場合
の措置を定めて下さい。

ポイント☝

品質管理計画③

６ 不適合時の措置

７ 職員に対する教育訓練

○ 適切な品質管理を行うことができるよう、職務に応じた教育訓練を実施して下さい。

ポイント☝

 品質管理を適切に実施するにあたり、肥料の生産に従事する者に、定期的かつ継続的に品質管
理計画の内容、計画に沿った生産の必要性及び関係者間の連携体制等について、研修する必要
があります。
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農林⽔産省消費・安全局／Food Safety and Consumer Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

新たな公定規格案（菌体りん酸肥料）と汚泥肥料の⽐較
（その２）

肥料の種類 菌体りん酸肥料（案） 汚泥肥料

登録の区分
都道府県登録

※微量要素等（けい酸、ほう素、マンガン等）を
主成分として保証する場合は、国登録

国登録

他の肥料との混合
・他の肥料と混合できる。
（登録肥料の原料及び指定混合肥料の原料として使用
できる。）

・他の肥料と混合できない。
（登録肥料の原料及び指定混合肥料の原料として使用できな
い。）

保証票

例） 例）
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生産業者保証票

登録番号 生第○○号

肥料の種類 汚泥肥料

肥料の名称 霞ヶ関○○肥料

原料の種類
（原料）
下水汚泥、おがくず

正味重量 20kg

生産した年月 令和5年6月

生産業者の氏名又は名称及び住所
株式会社△△
△県△市△区△２－１

生産した事業場の名称及び所在地
株式会社△△ 本社工場
△県△市△区△２－１

主成分の含有量
窒素全量 3.0％ りん酸全量 5.0％

炭素窒素比 10

生産業者保証票

登録番号 生第○○号

肥料の種類 菌体りん酸肥料

肥料の名称 霞ヶ関○○肥料

保証成分量（％） 窒素全量 3.0
りん酸全量 5.0

原料の種類
（原料）
排水処理活性沈殿物、おがくず

正味重量 20kg

生産した年月 令和5年6月

生産業者の氏名又は名称及び住所
株式会社△△
△県△市△区△２－１

生産した事業場の名称及び所在地
株式会社△△ 本社工場
△県△市△区△２－１
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菌体りん酸肥料（案）の公定規格

肥料の種類
含有すべき主成分の
最小量(%)

含有を許される有害
成分の最大量(%) その他の制限事項

菌体りん酸肥料
（次に掲げる肥料をいう。
一 専ら原料規格第二中十六の項イ

に掲げる原料を使用したもの
二 原料規格第二中十六の項イに掲

げる原料に動植物質の原料を混合
したもの又はこれを乾燥したもの

三 原料規格第二中十六の項イに掲
げる原料又は当該原料に動植物質
の原料若しくは原料規格第二中十
六の項ロに掲げる原料を混合した
ものを堆積又は撹拌し、腐熟させ
たもの

四 専ら原料規格第二中十六の項ロ
に掲げる原料を使用したもの）

主成分別表第一のと
おり。ただし、同表
の記載にかかわらず
りん酸全量について

1.0

ひ素 0.005
カドミウム 0.0005
水銀 0.0002
ニッケル 0.03
クロム 0.05
鉛 0.01

一 主成分の安定化を図るために、成分の分析及び管理を適
正に行うものとして農林水産大臣の確認を受けた計画に基
づいて製造されたものであること。

二 く溶性りん酸を含有する原料及び可溶性りん酸を含有す
る原料を使用する肥料にあつては、く溶性りん酸又は可溶
性りん酸のいずれか一を保証するものであること。

三 アルカリ分を含有する原料及び石灰を含有する原料を使
用する肥料にあつては、アルカリ分又は石灰のいずれか一
を保証するものであること。

四 植害試験の調査を受けていない排水処理活性沈殿物（原
料規格第二中十六の項に掲げるものをいう。）を原料とす
る肥料にあつては、植害試験の調査を受け害が認められな
いものであること。

五 牛等由来の原料を使用する場合にあつては、管理措置が
行われたものであること。

六 牛等の部位を原料とする場合にあつては、脊柱等が混合
しないものとして農林水産大臣の確認を受けた工程におい
て製造されたものであること。

二 りん酸質肥料（有機質肥料（動植物質のものに限る。）を除く。）
（２）登録の有効期間が三年であるもの

分類番号 原料の種類 原料の条件

十六 排水処理活性
沈殿物

イ 次に掲げる原料のうち、金属等を含む産業廃棄物に係る判定基準を定める省令（昭和四十八年総理府令第五号。以下「判
定基準省令」という。）別表第一の基準に係る調査を受け、基準に適合することが確認されたものであつて、かつ、植害
試験の調査を受けない肥料に使用する場合にあつては、植害試験の調査を受け害が認められないもの

(１)下水道の終末処理場、し尿処理施設、集落排水処理施設、浄化槽又は工場若しくは事業場の排水処理施設から生じた汚泥
を濃縮、消化、脱水又は乾燥したもの

(２)し尿に凝集を促進する材料、動物の排せつ物に凝集を促進する材料若しくは悪臭を防止する材料を混合したもの又はこれ
を脱水若しくは乾燥したもの

ロ イに掲げる原料を焼成したもの又はイに掲げる原料に植物質若しくは動物質の原料を加え焼成したもののうち、植害試験
の調査を受けない肥料に使用する場合にあつては、植害試験の調査を受け害が認められないもの

原料規格第二
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菌体りん酸肥料（案）の⽣産業者

① 汚泥発⽣業者が⾃社の原料のみから農家向け肥料を⽣産（原料が全部⾃社）

② 汚泥発⽣業者が⾃社及び他社の原料から農家向け肥料を⽣産（原料が⼀部他社）
産業廃棄物処理業者等が他社の原料から農家向け肥料を⽣産（原料が全部他社）

原料発⽣
⾃社産 処理・肥料⽣産 完成 出荷

・販売店
・農業者

処理・肥料⽣産 完成 出荷

・販売店
・農業者

⾃社産

他社産
受⼊

15
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菌体りん酸肥料（案）の登録によるメリット

✓ 施肥設計がしやすい、肥料成分を保証可能な肥料を⽣産することができる。

✓ 不⾜する成分を他の肥料で補うなど、
登録肥料の原料や指定混合肥料の原料として使⽤することができる。

✓ 年４回以上の成分分析が義務付けられるため、
品質管理がさらに徹底されている肥料として認識してもらえる。

菌体りん酸肥料で登録することによるメリット

○ 菌体りん酸肥料は、現⾏の「汚泥肥料」における条件に加え、年４回以上の成分分析の実
施等、品質管理が徹底されることにより、肥料成分が保証できたり、他の肥料と混ぜて販売で
きるなど、様々なメリットがあります。

○ こうしたメリットをうまく活⽤することで、より農家が使いやすい肥料を⽣産することができます。
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農林⽔産省消費・安全局／Food Safety and Consumer Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

（参考）菌体りん酸肥料（案）の設定に向けた⼿続き
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・ 食品安全委員会への食品健康影響評価の依頼（２月８日）

・ 食品安全委員会からの答申（５月19日）

・ パブリックコメント（５月22日～６月20日）（30日間）、

ＴＢＴ通報（60日間）

・ 公定規格の公示（施行前30日）

・ 新たな公定規格の施行


